
（１）運営費交付金債務の増減の明細

130,968 - 99,691 99,691 31,277

18,851,858 - 18,819,898 18,819,898 31,960

- 3,140,860,000 3,035,808,472 73,136,798 3,108,945,270 31,914,730

18,982,826 3,140,860,000 3,054,728,061 73,136,798 - 3,127,864,859 31,977,967

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２３年度交付分 （単位：円）

金額

-

-

-

-

99,691

-

-

99,691

-

-
費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益

-（費用進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ①期間進行基準を採用した業務：応募システム暗号化に係るサーバ証明書発行等
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：99,691円
   (福利厚生関係費：0円、その他の経費：99,691円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
  損益計算書に計上した額に同じ

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益

-（該当なし）

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

小計

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

計

内訳

５．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金当
期交付額

当期振替額

期末残高運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金

-

-

99,691

②平成２４年度交付分 （単位：円）

金額

2,829,959

-

-

2,829,959

15,989,939

-

-

15,989,939

-

-

-

-

18,819,898

会計基準第８１第３項による振替額 - -（会計基準第８１第３項による振替額は無い）

合計

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益

-（費用進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ①期間進行基準を採用した業務：労災上乗せ補償保険業務等
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：15,989,939円
   (福利厚生関係費：12,291,655円、その他の経費：3,698,284円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
  損益計算書に計上した額に同じ

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益 ①業務達成基準を採用した業務：福利厚生関係費の制服費
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：0円
   (退職手当:0円、福利厚生関係費：2,829,959円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
  損益計算書に計上した額に同じ

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

会計基準第８１第３項による振替額 - -（会計基準第８１第３項による振替額は無い）

合計

内訳

による振替額
資本剰余金

計



③平成２５年度交付分 （単位：円）

金額

570,217,243

-

-

570,217,243

2,465,591,229

73,136,798

-

2,538,728,027

-

-

-

-

3,108,945,270

（３）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

会計基準第８１第３項による振替額 - -（会計基準第８１第３項による振替額は無い）

合計

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益

-（費用進行基準を採用した業務は無い）
資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益
①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の全ての
　業務
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：2,398,254,039円
   (人件費：1,901,846,713円、物件費(各所修繕費を除く。)：473,156,533円、
　　その他の経費：23,250,793円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：73,136,798円
     (建物：31,384,500円、車両運搬具：4,322,213円、
　　工具器具備品：14,256,585円、ソフトウェア：23,173,500円）
③運営費交付金の振替額の積算根拠
  計画期間が終了したので、運営費交付金の計画額の全額を収益化

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益 ①業務達成基準を採用した業務：退職手当、各所修繕、基地従業員関係費(心の健
　康対策費、各種相談事務費、特別援護金、ベビーシッター育児支援費を除く。）
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：568,203,148円
   (制服費：311,219,253円、ほう賞費：176,797,896円、
　　その他の経費：80,185,999円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
  年度計画に記された計画について、予定どおりに執行したので、当該業務に充
　てられる運営費交付金の計画額の全額を収益化

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

内訳

（３）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

業務等区分 金額

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

労務管理業務等 23,119

給与支給業務等 4,305

福利厚生業務等 3,853

法人共通 -

小計 31,277

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

計 31,277

平成２３年度

業務達成基準
を採用した

業務に係る分
-（該当なし）

期間進行基準
を採用した

業務に係る分

○期間進行基準を採用する業務については、上記業務達成基準と同様の理由により
運営費交付金債務として翌事業年度に繰越したものであり、翌事業年度で収益化す
る予定である。

費用進行基準
を採用した

業務に係る分
-（費用進行基準を採用した業務は無い）

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画



（単位：円）

業務等区分 金額

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

労務管理業務等 8,105

給与支給業務等 13,252

福利厚生業務等 10,603

法人共通 -

小計 31,960

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

計 31,960

（単位：円）

業務等区分 金額

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 6,343,077

法人共通 5,431,680

小計 11,774,757

労務管理業務等 2,255,485

給与支給業務等 4,589,020

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画

業務達成基準
を採用した

業務に係る分

○業務達成基準を採用する業務については、来年度以降の費用である前払費用及び
たな卸資産を、今年度において収益化ができないため運営費交付金債務として翌事
業年度に繰越したもの。
○翌事業年度において計画どおりの成果を達成できる見込みであり、翌事業年度で
収益化する予定である。

期間進行基準 ○期間進行基準を採用する業務については、上記業務達成基準と同様の理由により

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画

平成２４年度

業務達成基準
を採用した

業務に係る分
-（該当なし）

期間進行基準
を採用した

業務に係る分

○期間進行基準を採用する業務については、上記業務達成基準と同様の理由により
運営費交付金債務として翌事業年度に繰越したものであり、翌事業年度で収益化す
る予定である。

費用進行基準
を採用した

業務に係る分
-（費用進行基準を採用した業務は無い）

福利厚生業務等 12,700,324

法人共通 595,144

小計 20,139,973

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

計 31,914,730

平成２５年度

期間進行基準
を採用した

業務に係る分

○期間進行基準を採用する業務については、上記業務達成基準と同様の理由により
運営費交付金債務として翌事業年度に繰越したものであり、翌事業年度で収益化す
る予定である。

費用進行基準
を採用した

業務に係る分
（費用進行基準を採用した業務は無い）


